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令和２年度 健全化判断比率審査意見書

１ 審査の対象

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比

率（以下「健全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事

項を記載した書類

２ 審査の期間

令和３年８月２日から令和３年８月 11 日まで

３ 審査の概要

審査に当たっては、市長から提出された健全化判断比率及びその算

定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうか

を主眼として実施した。

４ 審査の結果

審査に付された下記健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

健全化判断比率については、次のとおり。

５ 意見

各比率が早期健全化基準や財政再生基準を超えた場合には、「財政健

全化計画」や「財政再生計画」を策定し、財政の健全化を図ることと

されているが、滝川市においては、いずれの指標についても健全な数

値となっている。

財政の健全化を判断する４つの比率については、以下のとおりとな

った。

健全化判断比率 令和２年度 令和元年度 早期健全化基準

① 実 質 赤 字 比 率 ― (％ ) ― (％ ) 13.10 (％ )

② 連 結 実 質 赤 字 比 率 ― (％ ) ― (％ ) 18.10 (％ )

③ 実 質 公 債 費 比 率 9.4 (％ ) 9.7 (％ ) 25.0 (％ )

④ 将 来 負 担 比 率 68.2 (％ ) 75.3 (％ ) 350.0 (％ )
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(１ ) 実質赤字比率

普通会計における令和２年度決算では、赤字の発生はなく本比率

は該当しない。

(２ ) 連結実質赤字比率

一般会計、特別会計及び企業会計を連結した令和２年度決算では、

赤字の発生はなく本比率は該当しない。

(３ ) 実質公債費比率

一般会計、特別会計及び企業会計のほか、一部事務組合を含めた

令和２年度決算では 9.4％と令和元年度比で 0.3％改善されている。

(４ ) 将来負担比率

一般会計、特別会計、企業会計、一部事務組合のほか、第三セク

ター（直前期末の決算数値による。）を含めた令和２年度決算では

68.2％となり、充当可能基金の増加、地方債の現在高及び公営企業

債繰入額の減少などにより、令和元年度から 7.1％減少し、おおむ

ね健全な状態にあると認められる。

ついては、厳しい地方財政の状況を踏まえ、歳入面では徹底して

自主財源の確保に努められ、歳出面では事業の重点化を一層進める

など、安定した財政基盤を構築されるよう要望する。


